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令和７年度 事業計画 
 

新潟県内市町村の健全な発展を図り、もって住民福祉の増進に資すること

を目的として、公益財団法人新潟県市町村振興協会定款第４条に定める次の

事業を行う。 

 

Ⅰ 公益目的事業 

１ 資金貸付事業 

【定款第４条第１項第１号】 

市町村等に対し、災害時における緊急融資事業及び災害防止対策事業

並びに緊急に整備を要する施設等整備事業の資金として、長期及び短期

の資金貸付を行う。 

(1) 長期貸付事業 [⑦2,485,600 千円 ⑥2,370,100 千円] 

貸 付 額 10 万円単位最低 100 万円 

貸付期間 

５年（据置期間 0 年）   12年（据置期間 2 年以内） 

15年（据置期間 3 年以内） 20年（据置期間 3 年以内） 

※据置期間については、償還期限 12 年は 2 年以内、15 年 

及び 20 年は、3 年以内で選択できるものとする。 

貸付対象 

ア 災害時における市町村の緊急融資事業及び災害防止

対策事業等 

イ 市町村における緊急に整備を要する施設等整備事業 

※次の整備事業等の貸付に係る償還期限は、原則５年とする。 

 〇消防自動車、救急用自動車、防災行政無線等消防防災施設

（建築物を除く。） 

 〇スクールバス及び除雪自動車などの車両等 

 〇貸付対象事業で１件当たりの貸付額が 500万円未満の事業 

貸付利率 

貸付日における財政融資資金の貸付金利を基準として 

理事長が決定する。 

※当分の間、貸付利率を年 0.10％以上とする。 

償還方法 半年賦元金均等償還 

 

(2) 短期貸付事業 [⑦100,000 千円 ⑥100,000 千円] 

貸 付 額 10 万円単位最低 100 万円 

貸付期間 貸付年度内に一括償還 

貸付対象 

ア 災害時における市町村の緊急融資事業及び災害防止

対策事業等 

イ 市町村における緊急に整備を要する施設等整備事業 

  上記貸付対象事業に係る一時借入金としての貸付 

貸付利率 財政融資資金の貸付金利を参考に理事長が別に定める 
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２ 市町村振興宝くじ交付金の市町村への交付事業 

【定款第４条第１項第２号】 

 

(1) 市町村交付金交付事業 [⑦235,600 千円 ⑥245,800 千円] 

新潟県から交付されるハロウィンジャンボ宝くじ等の収益金に係

る交付金を、市町村が行う地方財政法第32条に規定する、公共事業そ

の他公益の増進を目的とする事業の財源として活用してもらうため、

県内29市町村に対して交付する。 

 

(2) 基金交付金交付事業 [⑦200,000 千円 ⑥200,000 千円] 

基金総額のうち、次年度の長期貸付資金を確保しつつ、かつ、市町

村標準財政規模の 0.3％相当額を控除して得た額の範囲内において、

市町村が行う地方財政法第32条に規定する、公共事業その他公益の増

進を目的とする事業の財源として活用してもらうため、県内29市町村

に対して交付する。 

 

 

３ 市町村職員にかかる調査研修助成事業 

[⑦40,446 千円 ⑥37,458 千円] 【定款第４条第１項第３号】 

 

(1) 新潟県市町村総合事務組合研修助成 [⑦34,446 千円 ⑥31,458 千円] 

新潟県内市町村で効果的な職員研修を行い、変化する住民ニーズに

即応できる職員を養成するため、新潟県市町村総合事務組合が実施す

る市町村職員研修事業及び同組合が新潟県自治研修所に委託し実施

する市町村職員研修に対して助成する。（助成割合は研修実費の３分

の２） 

 

(2) 市町村職員中央研修所研修助成 [⑦500 千円 ⑥500 千円] 

市町村職員等が専門的知識や技術を習得することで、住民サービス

の向上や地域振興等の向上に資する職員等を養成するため、市町村職

員中央研修所が実施する研修に、新潟県内の市町村職員等が受講に要

する研修費に対して助成する。（助成割合は研修所が定める研修費の

３分の２） 

 

(3) 全国市町村国際文化研修所研修助成 [⑦300 千円 ⑥300 千円] 

多様な文化や価値観への理解を深め、地域の活性化や国際化を担う

市町村職員等を育成するため、全国市町村国際文化研修所が実施する

研修に、新潟県内の市町村職員等が受講に要する研修費に対して助成

する。（助成割合は研修所が定める研修費の３分の２） 
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(4) 海外調査研修事業 [⑦2,200 千円 ⑥2,200 千円] 

地域経済・環境がグローバル化している中、海外の先進地事例を学

ぶことにより、住民福祉施策等への一助とするとともに、国際的な視

野と識見を持った市町村職員を育成するため、新潟県内の市町村が実

施する海外調査研修事業に対して助成する。（助成割合は海外におけ

る研修費用の２分の１） 

 

(5) 地方公会計及び地方公営企業会計に関する研修会 

 [⑦800 千円 ⑥800 千円]  

地方公会計の統一的な基準による財務書類等の作成に係る研修を

はじめ、地方公営企業会計の適用拡大と経営戦略策定に関し、新潟県

と共催で研修会を開催する。 

 

(6) その他研修助成 [⑦2,200 千円 ⑥2,200 千円] 

災害関連の復旧、復興にあたる技術職員等の資質向上を図るため、

全国建設研修センターが実施する研修に、新潟県内の市町村職員等が

受講に要する研修費に対して助成する。（助成割合は研修所が定める

研修会費の３分の２） 

 

４ 市町村が共同して行う市町村振興に資する事業への助成事業 

 [⑦62,047 千円 ⑥58,970 千円] 【定款第４条第１項第４号】 

 

(1) 新潟県消防防災ヘリコプター運航経費助成 

 [⑦26,727 千円 ⑥25,100 千円] 

県下30市町村で構成する新潟県消防防災ヘリコプター連絡協議会

と、新潟県が共同して運航する消防防災ヘリコプターの運航を通じ、

県内全域における自然災害や各種災害の消防・防災活動を支援するた

め、運航経費の市町村負担金相当分（２分の１、新潟市を除く）に対

して助成する。 

 

(2) 一般財団法人地域活性化センター会費助成 

 [⑦3,360 千円 ⑥3,360 千円] 

(一財)地域活性化センターが行う個性豊かで活力に満ちた地域づ

くりのための諸事業を通じて、県内市町村の地域振興に資するため、

当該センターの会員となるための県内市町村会費を助成する。 

 

(3) 市町村関係４団体が実施する市町村振興事業助成 

 [⑦15,290 千円 ⑥15,290 千円] 

新潟県市長会、市議会議長会、町村会及び町村議会議長会が行う市

町村の振興並びに地方自治の振興に資する事業の費用に対して助成

する。 
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(4) 軽自動車税賦課業務助成 [⑦5,800 千円 ⑥5,800 千円] 

県下市町村の軽自動車税賦課業務の効率化により、市町村職員の負

担軽減や住民サービスの向上を図るため、新潟県市長会及び町村会が

申告書の取り扱いを（一社）全国軽自動車協会連合会新潟事務所に委

託する委託料を助成する。 

 

(5) 福祉活動推進事業助成 [⑦900 千円 ⑥900 千円] 

社会福祉法人新潟県社会福祉協議会が実施する、にいがたねんりん

ピックの開催を通じて、高齢者を中心とする住民の健康保持・増進、

社会参加及び生きがいの高揚を図ることを支援するため、事業実施に

かかる費用を助成する。 

 

(6) 高度情報化推進事業助成 [⑦4,320 千円 ⑥4,320 千円] 

市町村や民間企業等で構成する新潟県 ICT 推進協議会が主催する、

ICT 政策セミナー等の人材育成事業を通じて、産学官連携による ICT

を活用した地域づくりを支援するため、当該事業に対して助成する。 

 

(7) 国際交流事業助成 [⑦1,800 千円 ⑥1,800 千円] 

（公財）新潟県国際交流協会が実施する、在住外国人支援事業を通じ

て、県内の在住外国人が安心して生活できる多文化共生の地域社会を

実現するため、当該事業に対して助成する。 

 

    (8) 地域活性化に資する事業への助成 [⑦2,200 千円 ⑥2,200 千円] 

     民放テレビ局、新潟県及び市町村が実施する、「新潟ふるさと CM 大

賞」を通じて、地域の一体感を醸成し、市町村の魅力を県内外へ発信

するため、事業実施にかかる事業費を助成する。 

  

  (9) 社会活動推進事業助成 [⑦200 千円 ⑥200 千円] 

    にいがた NPO 基金事務局が実施する、新潟県自治活動賞を通じて、

県内において優れた社会活動を行っている団体をはじめ、地域コミュ

ニティ団体等に対し、活動意欲の向上を図るとともに、県民に活動を

周知することで社会活動全体の底上げを目的とする表彰事業を支援

するため、新潟県市長会及び町村会を通じて当該事業に対して助成す

る。 

 

(10) 「新潟の塔」改修事業助成 [⑦1,450 千円 新規]  

   沖縄県糸満市摩文仁の平和記念公園内に建設された戦没者慰霊碑

「新潟の塔」は、建立 50 周年を迎え老朽化が進んでいることから新

潟の塔改修実行委員会が行う改修事業を支援するため、市町村協賛

金分相当を新潟県市長会及び町村会を通じて当該事業に対して助成

する。 



 

- 5 - 

 

５ 市町村振興に関する情報提供事業 

[⑦1,500 千円 ⑥1,500 千円] 【定款第４条第１項第５号】 

地方自治の振興やまちづくりに寄与することを目的として、県内全

市町村のイベントや施策・取組状況等を紹介する情報誌「ＮＩＩＧＡ

ＴＡ 市町村情報」を発行し、市町村役場等に配布する。 

 

 

Ⅱ 法人会計事業 

 １ 宝くじ販売促進事業 [⑦6,000 千円 ⑥6,000 千円] 

   市町村振興宝くじの売り上げ増進を図るため、多種多様な広告媒体に

より広報活動を実施する。 

内 容 サマージャンボ宝くじ ハロウィンジャンボ宝くじ 

発売期間 R7.7.11～8.11 (32 日間) R7.9.19～10.19 (31 日間) 

発売額 9 00億円 
ジャンボ 690 億円 

5 10億円 
ジャンボ 360 億円 

ミニ     210 億円 ミニ    150 億円 

広報活動 

1 市町村広報誌 

市町村広報誌を活用した PR 

2 ポスター配布 

 特定郵便局、地域振興局等 

3 雑誌広告 

  新潟県公民館だより、月刊キャレル 

4 ビックスワンスタジアム広告 

  大型ビジョン CM 放送 

  サッカー場横断幕(アルビレックス新潟ホームゲーム) 

   スタジアム場外特設売場設置 

5 WEB 広告 

   インターネットを活用した PR 

6 デジタルサイネージ・ポスター掲出 

JR 東日本、えちごトキめき鉄道、北越急行 

佐渡汽船、新潟空港 (電車内、駅構内等) 

7 横断幕設置 

   自治会館敷地 

  


